
メ
キ
シ
コ
合
衆
国
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
形
技
術
人
材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
中
間
レ
ビ
ュ
ー
調
査
報
告
書

平
成
26
年
1
月

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構

メキシコ合衆国

プラスチック成形技術人材育成プロジェクト

中間レビュー調査報告書

産公

ＪＲ

14-018

独立行政法人国際協力機構

産業開発・公共政策部

平成 26 年 1 月

（2014 年）



メ
キ
シ
コ
合
衆
国
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
形
技
術
人
材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
中
間
レ
ビ
ュ
ー
調
査
報
告
書

平
成
26
年
1
月

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構

メキシコ合衆国

プラスチック成形技術人材育成プロジェクト

中間レビュー調査報告書

産公

ＪＲ

14-018

独立行政法人国際協力機構

産業開発・公共政策部

平成 26 年 1 月

（2014 年）



序　　　　　文

JICA はメキシコ合衆国の民間セクター開発において、中小企業育成・裾野産業育成や産業技

術及び産業基盤分野で 1990 年代後半以降、継続的に支援してきました。

メキシコ合衆国政府は経済自由化路線を踏襲しつつも、裾野産業を中心とした中小企業振興・

競争力強化のための支援を行っており、特に輸出指向型産業である自動車、電子・電気産業にお

ける部品の国内調達率向上が重要とされていますが、国内裾野産業の技術レベルが一定の水準に

達していない分野もあるために輸入品に頼る状況が構造化されていました。

このような状況下、メキシコ合衆国政府はわが国に自動車部品や電子・電気部品を製造する裾

野産業支援として、プラスチック成形加工技術の向上をめざす技術協力を要請しました。これを

受けて、JICA は 2010 年 10 月から 4 年間の予定で「プラスチック成形技術人材育成プロジェクト」

を開始しました。

本プロジェクト開始後約 2 年にあたり、本プロジェクトの進捗状況や現状を把握、評価し、同

国のプロジェクト関係者や派遣専門家に対して適切な助言と指導を行うため、2012 年 10 月に中

間レビュー調査団を派遣しました。調査団は、メキシコ合衆国側メンバーを加え構成した合同評

価調査チームとして過去 2 年間の投入実績、活動の達成度を確認し、メキシコ合衆国側政府関係

者との協議及びプロジェクト・サイトでの現場調査実施を通じてプロジェクトの運営や事業内容

等に対して必要な提言を行いました。

当報告書が本プロジェクトの今後の促進に役立つとともに、この技術協力が両国の友好・親善

の一層の発展に寄与することを期待します。

終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心からの感謝の意を表し

ます。

平成 26 年 1 月

独立行政法人国際協力機構

産業開発・公共政策部長　植嶋　卓巳
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イスタパラパ起業家協会
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（西） Agencia Mexicana de Cooperación 
Internacional para el Desarrollo
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力庁

ANIPAC
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（西） Asociación Nacional de Industrias del Plástico 

A.C.

メキシコプラスチック製品製

造業協会

CANACINTRA
（英） National Chamber of Transformation Industry
（西） Cámara Nacional de la Industria de 

Transformación
メキシコ全国製造業会議所

CBTIS

（英） Technological Industrial and Service High 
School Center

（西） Centro de Bachillerato Tecnológico Industrial 
y de Servicios

工業技術高等学校

（工業高校）

CETIS

（英） Technological Industrial and Service Studies 
Center

（西） Centro de Estudios Tecnológicos Industrial y 
de Servicios

工業技術高等学校

（工業高校）

CNAD
（英） National Center for Actualization of Industrial 

Technical Education
（西） Centro Nacional de Actualización Docente

メキシコ職業技術活性化セン

ター

C/P Counterpart カウンターパート

CVT
（Tamaulipas）

（英） Tamaulipas Council of Public Private 
Partnership

（西） Consejo de Vinculación de Tamaulipas
タマウリパス連携議会

CVT
（Tijuana）

（英） Tijuana Educational Linkage Committee
（西） Comité de Vinculación Educativa de Tijuana

ティファナ市教育連携委員会

DGETI

（英） Directorate General of Industrial 
Technological Education

（西） Dirección General de Educación Tecnológica 
Industrial

産業技術教育局（連邦公共教

育省）

EPA
（英） Economic Partnership Agreement
（西） -

経済連携協定

GDP （英） Gross Domestic Product 国内総生産



IDB
（英） Inter-American Development Bank
（西） -

米州開発銀行

JETRO
（英） Japan External Trade Organization
（西） -

日本貿易振興機構

M/M Minutes of Meeting ミニッツ（協議議事録）

ODA
（英） Official Development Assistance
（西） -

政府開発援助

OECD
（英） Organization for Economic Cooperation and 

Development
経済協力開発機構

OJT （英） On-the-Job Training 実務研修

PDM
（英） Project Design Matrix
（西） -

プロジェクト・デザイン・マ

トリックス

PO
（英） Plan of Operation
（西） -

活動計画表

PPK
（英） Pilot Project of Kaizen
（西） Proyecto Piloto Kaizen

パイロット・プロジェクト・

カイゼン

SEDECO
（英） Secretariat of Economic Development
（西） Secretaría de Desarrollo Económico

バハ・カリフォルニア州経済

開発省

SEP
（英） Secretary of Public Education
（西） Secretaría de Educación Pública

連邦公共教育省

SRE
（英） Secretary of Foreign Affairs
（西） Secretaría de Relaciones Exteriores

外務省



１－１　協力の背景と概要

メキシコ合衆国（以下、「メキシコ」と記す）は、国民 1 人当たり GDP が 9,935 米ドル（2008
年）の OECD 加盟国でありながら、国内にさまざまな開発問題を抱えており、経済格差是正と

貧困削減が大きな課題となっている。

特に、メキシコのプラスチック成形関連企業総数は 3,500 社（登録企業数）で、他分野の産

業と同じく中小零細企業が多く、これらの企業レベルの向上が重要課題となっている。同産業

界の労働力は、①技術者・エンジニア、②中間技術者・スーパーバイザー（職工長やライン長）

③単純労働者・機械のオペレーターの 3 つに分けた場合、②中間技術者・スーパーバイザーの

育成が遅れており、社内実務研修（OJT）や社外研修を行っているものの、その育成は不十分

であることから産業界としては一定の技術レベルをもつ中間技術者をコンスタントに確保した

いという強い要望があると認識している。

この中間技術者を継続して一定量供給できる技術教育機関である工業高校にはプラスチック

成形技術コースがなく、また同技術を教える教員も育成されていない。このような状況下、メ

キシコ政府は、工業高校にプラスチック成形技術コースを新設し、そこで必要となる教員を育

成するために国立職業技術活性化センター（Centro Nacional de Actualización Docente：CNAD）

のインストラクター研修能力の向上を目的とする「プラスチック成形技術人材育成プロジェク

ト」（以下、「プロジェクト」と記す）を日本国に要請した。

本プロジェクトは、現在、6 名の日本人専門家（総括、副総括／プラスチック射出成形技術、

プラスチック材料、射出成形用金型メンテナンス、連携制度構築、業務調整）を派遣中である。

１－２　協力内容

（１）上位目標：

工業高校が質の高い労働力をメキシコのプラスチック産業界に供給することに貢献する。

（２）プロジェクト目標：

職業技術教育活性化センター（CNAD）においてプラスチック射出成形技術に関わる教

員育成機能が向上する。

（３）成　果：

１． CNAD インストラクターがプラスチック射出成形技術を工業高校教員に指導できる

ようになる。

２． CNAD にて工業高校教員を研修するため、メキシコのプラスチック産業界のニーズ

１．案件の概要

国名：メキシコ合衆国 案件名：プラスチック成形技術人材育成プロジェクト

分野：民間セクター開発 協力形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：産業開発・公共政策部 協力金額（2012 年 3月）：1 億 8,300 万 5,000 円

協力期間

（実績）

2010 年 10 月～ 2014 年 9
月（4 年間）

先方関係機関：メキシコ連邦政府公共教育省産業技術教

育局（DGETI）、メキシコ職業技術活性化センター（CNAD）

日本側協力機関：無

中間レビュー調査結果要約表
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に見合ったプラスチック射出成形技術カリキュラムが作成される。

３． CNAD の工業高校教員向けプラスチック射出成形技術コースが効率的に運営される。

４． モデル工業高校のプラスチック成形技術コースのうち射出成形技術に関するカリ

キュラムがメキシコのプラスチック産業界のニーズに見合うよう作成、改善される。

５． CNAD とモデル工業高校並びにプラスチック産業界との連携促進を目的として合同

委員会が設置される

（４）投入（中間レビュー時点）

【日本側】

・ 専門家派遣：日本人専門家　6 人（総括、副総括／プラスチック射出成型技術、プラス

チック材料、射出成型用金型メンテナンス、連携制度構築支援、業務調整／普及促進支

援）

・本邦研修：2012 年 11 月に 5 名を派遣して実施予定。

【メキシコ側】

・ カウンターパート（C/P）配置：（CNAD 講師 9 人）、3 校のモデル工業技術高校（CETIS/
CBTIS）の教員

・ 施設（専門家執務室、プラスチック射出成形技術実習室等）提供、専門家執務室光熱費、

公用車提供等

３－１　実績の確認

（１）成　果

活動計画表（PO）Ver.1 及びプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） Ver.2 に基

づいた活動実績にかんがみた成果の達成状況は、おおむね計画どおりである。以下に、成

果の達成状況を指標ごとに示す。

１）成果１

・ 計画どおり 9 人の CNAD インストラクターが同コースに配属されている。また、日本

のプラスチック射出成形技術技能検定３級相当（C クラス）の習熟確認テスト結果より、

全 9 人のインストラクターに関して一定レベルの知識向上が確認されている。

２）成果２

・ CNAD は計画どおり、工業高校教員研修カリキュラムのモジュール I（材料）、II（押

出成形）、III（射出成形）を開発した。

・ カリキュラム承認委員会が工業高校教員研修カリキュラムのモジュール I、II、III をプ

ラスチック産業界のニーズを踏まえて取りまとめ、承認した。

３）成果３

・CNAD にプラスチック射出成形技術グループが発足し、活動中である。

２．中間レビュー調査団の概要

調査団

団　　長 荒井　浩 JICA 産業開発・公共政策部　参事役

評価計画 石亀　敬治
JICA 産業開発・公共政策部

産業・貿易第二課　主任調査役

評価分析 小泉　香織 株式会社ティーエーネットワーキング

調査日程 2012 年 10 月 8 ～ 28 日（21 日間） 調査種類：中間レビュー

３．評価の概要
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・ 日本人専門家の支援を受けながら、プラスチック射出成形技術コースの研修準備、計

画に従った研修の運営、進捗モニタリング、次回研修に向けたフィードバックを実施

している。

・ 将来的に、CNAD インストラクターが工業高校教員向けプラスチック射出成形技術

コースの研修計画を自ら策定できるよう、定期的にレビューを行っている。

４）成果４

・ モデル工業高校のプラスチック成形技術コースが連邦公共教育省産業技術教育局

（DGETI）に認可されたカリキュラムに沿って開設、運営されている。カリキュラムは

産業ニーズを満たすよう策定されている。

・ モデル工業高校においては第１期生を対象にモジュール I の授業が 2011 年 2 月から 6
月にかけて実施され、日本人専門家及び CNAD インストラクターによる授業評価から

高い結果となっている。

・ プラスチック成形技術コースのカリキュラム案は、授業実施状況を踏まえながら産業

界のニーズを満たすものとするべく、DGETI によってレビューと改訂が行われている。

５）成果５

・ 官民連携活動の内容が具体化するなかでパイロット・プロジェクト・カイゼン（PPK）

が提起され、年次のロードマップが策定された。

・ 工業高校教員向けプラスチック射出成形技術研修のカリキュラム内容を検討すべくカ

リキュラム承認委員会が開催されている。

（２）プロジェクト目標の達成状況

今後の活動が計画どおりに実施されることにより十分に達成可能と見込まれる。

・ 指標１： 2012 年 9 月より成形実習に重点を置く技術移転を計画どおり実施しており、理

論及び技術の習得が加速されるとみられる。

・ 指標２：�モジュール I、III、V の研修がプロジェクト終了時までに 2 回ずつ計画されてお

り、更なる技術移転の質的向上が見込まれる。加えて、カリキュラム承認委員

会を通じて産業ニーズを汲んだカリキュラムが承認され、工業高校教員向け研

修が実施されることになっている。

・ 指標３：�CNAD の最終試験はプロジェクト終了前の 2014 年時点の目標であり、既述のと

おり研修が予定されていること、また習熟確認テストが計 4 回予定されている

ことから、設定目標の達成は可能と判断される。

（３）上位目標

上位目標の達成見込みは現時点では判断できない。上位目標「工業高校が質の高い労働

力をメキシコのプラスチック産業界に供給することに貢献する。」の達成見込みの判断は、

指標が具体的ではないことに加え、モデル工業高校のプラスチック成形コース第１期生の

卒業が 2014 年 6 月であるために、時期尚早である。

３－２　評価結果の要約

（１）妥当性：高い

・ メキシコ国の「国家開発計画（Plan Nacional de Desarrollo）2007 ～ 2012 年」の五本柱の

ひとつに「競争力の高い経済と雇用創出」が掲げられている。メキシコは 2005 年 4 月の

日・メキシコ経済連携協定（日墨 EPA）発効後、日系企業の誘致と投資の呼び込みを促

iii



進し、特に自動車等の輸出を伸ばし続けている。

・ 教育政策に関しては、DGETI が卒業生の専門履修課程と関係のある産業界に多くの学生

が就職できるよう 2009 年よりカリキュラム改訂を進めている。

・ 本プロジェクトは対メキシコ国別援助方針の中の重点目標「中小企業・裾野産業の競争

力強化プログラム」に位置づけられる。

・ 日本は概して高いプラスチック成形技術を有し、特にその原理及び理論の教授という点

で優位性をもつ。メキシコでは 1994 年の CNAD 設立支援以来、メカトロニクス分野に

おける人材育成の経験を有しており、また他国における射出成形技術に関する支援の経

験も豊富である。

（２）有効性：おおむね高い

・ プロジェクト関係者の高いコミットメント、CNAD における 18 年にわたる人材育成経

験、多くのプロジェクト関係者が JICA の本邦研修への参加経験を有すること、そして

CNAD の活動が民間企業に受け入れられ始めており、CNAD が所有しない機材を用いた

実習のために現場を貸してくれる企業が存在することから、プロジェクトの有効性は高

いといえる。

・ 他方、大半の CNAD インストラクター及びモデル工業高校教員が兼務あるいは兼業せざ

るを得ない状況に起因する時間的制限や、CNAD の限られた予算内でモデル工業高校へ

のモニタリングに係る出張旅費等を確保することの難しさがある点は、改善が求められ

る。

（３）効率性：おおむね高い

・ 日本側投入については、おおむね計画どおりに実施されている。連携制度構築支援専門

家がプロジェクト開始時には業務調整を兼務していたが、成果５に係る官民連携活動の

重要性にかんがみ、2 名体制となった結果、同活動が計画を超えて進捗している。また、

技術移転へのフォローアップが日本人専門家によって綿密になされており、技術移転効

率は高い。また、CNAD への機材調達の導入を予定していた期間（3 年）よりも短期間

で実施した。

・ メキシコ側投入については、CNAD インストラクターの定員（9 名）が投入された。他方、

DGETI によるモデル工業高校用機材調達は米州開発銀行（IDB）の融資を用いて 2013 年

2 月に予定されている。なお、金型及び周辺機器といった一部の機材調達も翌年度に繰

り越されることとなっている。

（４）インパクト：現時点では判断不可

・ 上位目標の達成見込みは現時点では判断できないものの、プロジェクトの実施による正

のインパクトは複数確認された。

・ メキシコは、プラスチック産業界が本プロジェクトの影響を受けて人材育成の必要性を

認識しつつあることが産業界の代表へのインタビューを通じて確認された。また、モデ

ル工業高校の関係者は本プロジェクトを通じたプラスチック成形コースの効果的な運営

が学校自体の発展に寄与していると述べている。

（５）持続性（見込み）：高い

・ 組織運営面おいては、CNAD にはプラスチック射出成形技術コースのインストラクター

iv



とロジ担当者が配置されており、18 年にわたって維持する人材育成機能を本プロジェク

トを通じて強化していることからもその組織運営力は十分と見込まれる。

・�技術面に関しては、CNAD インストラクターがプロジェクト期間に計画どおり必要な技

術を習得することにより、全国の工業高校にプラスチック成形コースを拡張するなかに

おいても担当教員に対する技術移転を継続できるものと判断される。

・�財政面について、CNAD 設立以来、同機関全体の年間予算は一定額となっている。各関

係者の意見を総合的に判断すると、CNAD/DGETI の予算は一定レベルでは確保されると

考えられる。

３－３　結　論

・ 本プロジェクトでは、関係者の尽力の下で活動に取り組んできた結果として、各活動は順調

に進捗していることが確認された。

・ ５項目評価については、メキシコ及び日本の政策と合致し、メキシコ産業界及びターゲット

グループのニーズと合致し、プロジェクトのアプローチも適切であることから妥当性は高い

ことが確認された。

・ 有効性及び効率性については、各活動の成果の達成状況及び投入のタイミング、量、質から

おおむね高いことを示している。ただし、プロジェクト目標を確実に達成するためにはメキ

シコ産業界のニーズの把握、本プロジェクトの円滑な推進のための PR 等のための官民連携活

動の更なる促進、活動上の時間的制限にかんがみた実施体制上の工夫、効率的なモニタリン

グの実施、機材調達及び CNAD/DGETI の活動予算の確保上のフォローアップが重要となる。

・ インパクトについて、上位目標の達成はプロジェクト目標の達成が前提となることに加え、

モデル工業高校のプラスチック成形コース第１期生の卒業が 2014 年 6 月であるため、現段階

における判断は時期尚早である。さらに、上位目標の達成の判断に際しては指標の具体化が

求められる。

・ 持続性については、政策・制度面、組織運営面、技術面の持続性は確保される見込みが高い。

財政面については、プロジェクトの上位目標を達成するまでメキシコ政府が実施に必要な予

算を確保することが必要である。

・ 以上の状況から、プロジェクト目標の達成に向けて、さらには上位目標の達成を見据えて、

プロジェクト後半の活動を促進させるため、PDM を関係者間で再検討した。

３－４　提　言

残る 2 年間のプロジェクト期間において着実にプロジェクト目標を達成するために、以下を

提言する。

（１）モデル工業高校向け実習用機材の確実な調達

DGETI は米州開発銀行（IDB）の融資を通じた詳細な機材調達計画を策定し、確実に実

行する。各モデル工業高校においては機材の設置計画を策定し、調達後には性能確認を速

やかに実施し、プラスチック成形コースでの授業に活用できるようにする。

（２）人材育成現場のモニタリング強化

CNAD で実施されるモデル工業高校教員向けプラスチック射出成形技術研修に対して、

日本人専門家はモニタリングを強化する。また、モデル工業高校でプラスチック成形コー

ス担当教員が実施する授業に対して、CNAD インストラクター及び日本人専門家がモニタ

v



リングを確実に実施していく。

（３）官民連携制度の強化

CNAD における官民連携活動の実施体制を強化する。また、CNAD 及びモデル工業高校

の所在地において関連機関と連携してセミナーを開催するなど、本プロジェクトの PR を

より一層強化する。

（４）プラスチック成形コースの増設に向けた計画策定の推進

DGETI は、①産業・地域ニーズに関する基礎調査、②産業ニーズを有する地域に所在す

る工業高校の調査、③プラスチック成形コース設置候補となる工業高校の選定を実施する。

これは、DGETI が毎年実施している計画策定方法（フィージビリティ・スタディ）への改

善・追加提案である。

（５）PDM の改訂

本中間レビュー調査の結果を踏まえて、PDM 及び PO を改訂する（巻末付属資料２「M/M」

の Annex 2「PDM Ver.3」及び Annex 4「POVer.2」参照）。
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第１章　中間レビュー調査の概要

１－１　調査の背景

メキシコ合衆国（以下、「メキシコ」と記す）は、国民 1 人当たり GDP が 9,935 米ドル（2008 年）

の OECD 加盟国でありながら、国内にさまざまな開発問題を抱えており、経済格差是正と貧困

削減が大きな課題となっている。

特に、メキシコのプラスチック成形関連企業総数は 3,500 社（登録企業数）で、他分野の産業

と同じく中小零細企業が多く、これらの企業レベルの向上が重要課題となっている。同産業界の

労働力は、①技術者・エンジニア、②中間技術者・スーパーバイザー（職工長やライン長）、③

単純労働者・機械のオペレーターの 3 つに分けた場合、②中間技術者・スーパーバイザーの育成

が遅れており、社内実務研修（OJT）や社外研修を行っているものの、その育成は不十分である

ことから産業界としては一定の技術レベルをもつ中間技術者をコンスタントに確保したいという

強い要望があると認識している。

この中間技術者を継続して一定量供給できる技術教育機関である工業高校にはプラスチック成

形技術コースがなく、また同技術を教える教員も育成されていない。このような状況下、メキシ

コ政府は、工業高校にプラスチック成形技術コースを新設し、そこで必要となる教員を育成する

ために国立職業技術活性化センター（Centro Nacional de Actualización Docente：CNAD）のインス

トラクター研修能力の向上を目的とする「プラスチック成形技術人材育成プロジェクト」（以下、

「プロジェクト」と記す）を日本国に要請した。

本プロジェクトは、2010 年 10 月より 2014 年 9 月までの 4 年間の予定で実施されており、現在、

6 名の日本人専門家（総括、副総括／プラスチック射出成形技術、プラスチック材料、射出成形

用金型メンテナンス、連携制度構築、業務調整）を派遣中である。プロジェクト開始後 2 年を経

過し、本プロジェクトのより高い成果を導くため、今般中間レビュー調査を実施することとなっ

た。

１－２　調査の目的及び調査項目

プロジェクトの中間時点での成果・目標達成状況等の実績を確認し、評価５項目に沿って評価

を行うとともに、今後のプロジェクト実施・運営に向けた提言を行うことを目的とした。具体的

調査項目は以下のとおりである。

① 　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に沿ってプロジェクト活動の進捗、成果

達成状況、実施プロセスを確認する。必要に応じ、指標の追加・数値目標設定等、PDM の

修正を行う。

② 　評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点からプロジェクトの

成果、実施上の課題を確認し、対処法に関し、プロジェクトチーム及びメキシコ側関係機関

と協議する。

③ 　評価結果に基づき、今後関係機関が対処すべき事項について提言として取りまとめる。

④ 　調査結果を合同評価報告書として取りまとめたうえで、提言のメキシコ側アクションを要

するものについてミニッツ（M/M）として取りまとめメキシコ側の合意を得る。
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また、主たる評価項目は以下のとおりである。

①　プロジェクトは計画どおり実施され、目標は達成されるか。

②　プロジェクトの実施プロセスの課題は何か。

③ 　日本の協力終了後、自力で CNAD インストラクターの能力、CNAD の組織的能力等を向

上させ、上位目標に到達できるか。

１－３　調査方法

評価のための調査は、文献調査、質問票調査、関係者へのインタビュー調査、現地踏査によっ

て実施した。質問票調査、インタビュー調査及び協議は、以下の関係諸機関を主な対象とした。

現地調査は、メキシコシティ、シウダ・ビクトリア（タマウリパス州）、ティファナ（バハ・カ

リフォルニア州）の 3 ヵ所にて行った。

・メキシコ側： CNAD、公共教育省産業技術教育局（DGETI）、メキシコプラスチック製品製

造業協会（ANIPAC）、工業技術高等学校（工業高校：CETIS/CBTIS）、メキシ

コ全国製造業会議所（CANACINTRA）、タマウリパス州政府、バハ・カリフォ

ルニア州政府等

・日本側：専門家、JICA 事務所等

１－４　調査団の構成と現地調査期間

担当分野 氏　名 所　属 現地滞在期間（2012 年）

団　　長 荒井　浩 JICA 産業開発・公共政策部　参事役 10月15～ 28日

評価計画 石亀　敬治
JICA 産業開発・公共政策部

産業 ･ 貿易第二課　主任調査役
10月15～ 28日

評価分析 小泉　香織 株式会社ティーエーネットワーキング 10月8～ 28日

１－５　主要面談者

イスタパラパ起業家協会（AEI） Iztapalapa Entrepreneurs’ Association

Mr. Enrique Orozco Aguayo
Mr. José Luis Hernández Rosas

President

外務省　国際開発協力庁

（AMEXCID, SRE）

Mexican Agency for International Development Cooperation,
Secretary of Foreign Affairs

Mr. Efraín del Ángel Ramírez
Ms. Tania Evelyn Sánchez Hernández

Deputy Director for Bilateral Programs in Asia and the Pacific
Technical Cooperation Programs Official for Bilateral Programs 
in Asia and the Pacific

メ キシコプラスチック製品製造業協

会（ANIPAC）

National Association of Plastic Industry

Mr. Luis Gerardo Álvarez Espinosa Director General
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メキシコ全国製造業会議所

（CANACINTRA）

National Chamber of Transformation Industry

Mr. Rafael Blanco Vargas
Mr. Mauricio E. Abrica Rojas

President, Mexican Institute of the Industries Plastics
Mexican Institute of the Industries Plastics

CBTIS 271
（工業高校／シウダ・ビクトリア）

Technological Industrial and Service High School Center 
No.231

Mr. Alfredo Jaime Rodríguez Rodríguez Director

CETIS 6
（工業高校／メキシコシティ）

Technological Industrial and Service Studies Center No.6

Mr. Julio César Aguilar Sánchez Director

CBTIS 237
（工業高校／ティファナ）

Technological Industrial and Service High School Center 
No.237

Dr. Jaime Armando Chavira Cruz Director

国立職業技術活性化センター

（CNAD）

National Center for Actualization of Industrial Technical 
Education

Mr. Jimmy de la Hoz Cortés
Dr. Jorge Alejandro Butrón Guillén
Mr. Iván Saénz Narváez
Mr. Salvador Téllez Salero
Mr. Martín Fitz Montes
Mr. Juan Carlos Rivera
Mr. Gabriel Alegría Espinosa
Mr. César López Chávez
Mr. Felipe de Jesús Riveros Castero
Mr. Freddy Gómez Sánchez
Mr. Enrique Alberto León Turrubiates
Mr. Francisco Javier González Nava

Director
Technical Sub-director
Administrative Sub-director
Group Leader
Material Resources Chief
Mechanical Engineering Teacher
Evaluation and Quality Manager
Mechanical Engineering Teacher
Control Engineering Teacher
Human Resources Manager
Control Engineering Teacher

ティファナ市教育連携委員会（CVT） Tijuana Educational Linkage Committee

Mr. Rafael Trujillo Director

連邦公共教育省　産業技術教育局

（DGETI , SEP）

Directorate General of Industrial Technological Education, 
Secretary of Public Education

Mr. José Ángel Camacho Prudente
Mr. Freddy Alberto Rivera Torres
Mr. Javier López Pérez

Technical Director
Technical Director, Infrastructure & Equipment Department
Director, Linkage Department
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在メキシコ日本国大使館

谷口　慎二 二等書記官

日本貿易振興機構（JETRO） Japan External Trade Organization Mexico Office

高橋　英行

御器谷　俊之

中野　ビクトル

所長

Director for Commercial Promotion
Assistant Director for Industrial Promotion

JICA 専門家チーム JICA Expert Team

稲田　明弘

福島　有一

橋本　定勝

中澤　誠

高野　修一

稲葉　智子

総括

副総括／プラスチック射出成形技術

プラスチック材料

射出成型用金型メンテナンス

連携制度構築支援

業務調整

JICA メキシコ事務所

上條　直樹

関口　美紀

Mr. Alejandro Ríos
荒木　映自

所長

次長

Technical Cooperation Program Officer

ニッセイメキシコ S.A NISSEI México, S.A. de C.V.

Mr. Tsutomu Miyazaki Director General

タマウリパス州教育局 Secretary of Education, Tamaulipas State

Mr. Patricio Garza Director for Public-Private Partnership Building

バハ・カリフォルニア州経済開発省

（SEDECO）

Secretariat of Economic Development

Mr. Paulo Alfonso Carrillo Regino
Ms. Thalina Iraís García Medellín

Sub-secretary of Economic Promotion
Economic Development Promoter
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第２章　中間レビュー調査の実施方法

２－１　評価グリッドの作成

本中間レビュー調査では、PDM Ver.2 に基づき、達成度、実施プロセス、評価５項目（妥当性、

有効性、効率性、インパクト、持続性）を検討するために、評価グリッドを作成し、各項目に関

して評価を行った（評価グリッドは、巻末付属資料２「M/M」に添付の合同評価報告書 Annex 6
参照）。

＜評価５項目の視点＞

評価５項目 評価の視点

妥当性
開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方針

との整合性の度合い。

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。

効率性

インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。開発援助

が期待される結果を達成するために最もコストのかからない資源を使っている

ことを示す経済用語。最も効果的なプロセスが採用されたかを確認するため、

通常、他のアプローチとの比較を必要とする。

インパクト

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・

負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標にも

たらす主要な影響や効果を含む。

持続性
ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開

発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。

出所：「新　JICA 事業評価ガイドライン　第１版」（2010 年 6 月）

２－２　合同評価

本中間レビュー調査は、日本側とメキシコ側両方のメンバーより成る合同評価チームにより、

上記評価グリッドに基づき、プロジェクトの実施状況についてレビューと評価がなされた。合同

評価チームは調査結果を分析し、評価基準に従い包括的評価を実施した。

２－３　評価の最終取りまとめ

合同評価チームによる評価結果はドラフト評価レポートに取りまとめられ、日本とメキシコの

代表者によってレビューが行われたのち、最終化・合意されメキシコ側を代表して国立職業技術

活性化センター（CNAD）所長、日本側を代表して中間レビュー調査団長により署名が交わされ

た。
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第３章　調査結果

３－１　プロジェクトの投入実績

日本側の投入としては、当初 5 名の専門家配置を計画していたが、官民連携活動の充実を図

り、業務調整と兼任であった連携制度構築担当を 2011 年 4 月より専任とした。結果、計 6 名を

配置した（巻末付属資料２「M/M」に添付の合同評価報告書 Annex 7 参照）。資機材供与につい

ては、当初 3 年間での投入予定を一部機材の投入を前倒しにし、2 年間で完了した（同 Annex 9
参照）。これによりCNADインストラクターへの実習研修を早めることができ、効果的であった。

現地活動経費は、2012 年 3 月末までに 1,263 万 5,000 円を執行済みである（同 Annex 12 参照）。

メキシコ側の投入としては、中間レビュー調査時には計画どおり 9 人の CNAD インストラク

ター及びモデル 3 工業高校にプラスチック成形コース担当教員を配置していた。上述のとおり、

官民連携活動の強化に伴い、2012 年 10 月より CNAD の官民連携担当の本プロジェクトへの従事

度合いを高めることとなった。その他のスタッフはおおむね計画どおりに投入した（巻末付属資

料２「M/M」に添付の合同評価報告書 Annex 8 参照）。資機材については、米州開発銀行（IDB）
の融資を活用したモデル 3 工業高校への機材据え付けが遅延している。第１次調達機材の据え付

け（モジュール I、II、III 用：成形機等の主要機材）は 2013 年 2 月を予定しており、残る第２次

調達機材の据え付け（モジュール IV、V 用：金型及び周辺機器）は 2013 年度に繰り越すことと

なっている。また、CNAD 内にプロジェクト事務所、その他必要な資機材が計画どおり確保され

た。

３－２　プロジェクトの実績

活動計画表（PO）Ver.1 及び PDM Ver.2 に基づいた活動実績にかんがみた成果の達成状況は、

おおむね計画どおりである。以下に、成果の達成状況を指標ごとに示す。

（１）CNAD における成果（成果１、２、３）

＜成果１： CNAD インストラクターがプラスチック射出成形技術を工業高校教員に指導でき

るようになる。＞

指標 1-1　 9 人の CNAD インストラクターが工業高校教員向けプラスチック射出成形技術

コースへ配属される。

中間レビュー調査時には、計画どおり 9 人の CNAD インストラクターが同コースに配属

されている。

指標 1-2　 9 人の CNAD インストラクターが日本のプラスチック射出成形技術技能検定 2 級

同等レベルの最終試験に合格する。

日本のプラスチック射出成形技術技能検定３級相当（C クラス）の習熟確認テスト
1
結果

より、全 9 人のインストラクターに関して一定レベルの知識向上が確認されている。

1
　 「習熟確認テスト」は理論、「技能評価試験」は実技の習熟度を測るものである。習熟確認テストは回を重ねるごとに難易度が高

くなるが、第２回習熟確認テスト以降は継続して能力向上の度合いを測るため、難易度が同等のテストも併せて実施していくこ

ととしている。なお、「C クラス」は本プロジェクトで設定している基準に沿ったで、日本のプラスチック射出成形技術技能検定

3 級に相当する。
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＜成果２： CNAD にて工業高校教員を研修するため、メキシコのプラスチック産業界のニー

ズに見合ったプラスチック射出成形技術カリキュラム
2
が作成される。＞

指標 2-1　 CNAD が工業高校教員向けプラスチック射出成形技術研修カリキュラムを開発す

る。

CNAD は計画どおり、工業高校教員研修カリキュラムのモジュール I（材料）、II（押出成

形）、III（射出成形）を開発した。

指標 2-2　 CNAD とプラスチック産業界の代表から成るカリキュラム承認委員会が工業高校

教員向けプラスチック射出成形技術研修カリキュラムを承認する。

カリキュラム承認委員会が工業高校教員研修カリキュラムのモジュール I、II、III をプラ

スチック産業界のニーズを踏まえて取りまとめ、承認した。同委員会はモジュール I につい

て、第１回研修実施後に教員からの要望や授業後の他者からのフィードバックを反映させて

第２回研修内容を改訂した。

＜成果３： CNAD の工業高校教員向けプラスチック射出成形技術コースが効率的に運営され

る。＞

指標 3-1　 CNAD が工業高校教員向けプラスチック射出成形技術コースを運営するグループ

を新規に設置する。

CNAD にプラスチック射出成形技術グループが発足し、中間レビュー時も活動中である。

指標 3-2　 CNAD が工業高校教員向けプラスチック射出成形技術コースの研修準備、計画に

沿った研修の運営、モニタリング、フィードバックを実施する。

CNAD は日本人専門家の支援を受けながら、プラスチック射出成形技術コースの研修準

備、計画に従った研修の運営、進捗モニタリング、次回研修に向けたフィードバックを実施

している。研修は高校の長期休暇に合わせて年 2 回行われており、今後は 2 モジュールある

いは 3 モジュールの研修が同時に実施されることになる。CNAD インストラクター、工業高

校教員ともに兼任あるいは兼業している者が多い現状にかんがみると、CNAD にて継続して

研修が行われ、また高校教員が確実に研修を受講できるような人材配置が示唆される。さら

に、工業高校における授業実施状況のモニタリングが定期的に実施されるよう手段を講じる

ことが課題とされる。

指標 3-3　 工業高校教員向けプラスチック射出成形技術コースの運営に関する定例ミーティ

ングが開催される。

CNAD インストラクターが将来的には工業高校教員向けプラスチック射出成形技術コース

の研修計画を自ら策定できるようになることをめざし、日本人専門家及び CNAD インスト

ラクターが共に定期的にレビューを行っている。

2
　「カリキュラム」は工業高校教員向け研修用、工業高校での指導用ともに教材と指導要綱等を含む。
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（２）モデル工業高校における成果（成果４）

＜成果４： モデル工業高校のプラスチック成形技術コースのうち射出成形技術に関するカリ

キュラムがメキシコのプラスチック産業界のニーズに見合うよう作成、改善され

る。＞

指標 4-1　 モデル工業高校が産業技術教育局（DGETI）に認可されたカリキュラムに基づい

てプラスチック成形技術コースを開設する。

モデル工業高校のプラスチック成形技術コースが DGETI に認可されたカリキュラムに

沿って開設、運営されている。カリキュラムはプロジェクトで実施している調査結果から明

らかにされた産業ニーズを満たすよう策定されている。

指標 4-2　 モデル工業高校がプラスチック成形技術コースへ射出成形技術コンポーネントを

組み込む。

工業高校のプラスチック成形技術コースのカリキュラムにプラスチック射出成形技術コン

ポーネントを組み込むことが DGETI によって承認されている。モデル工業高校においては

第１期生を対象にモジュール I の授業が 2011 年 2 月から 6 月にかけて実施され、日本人専

門家及び CNAD インストラクターによる授業評価から高い結果となっている。

指標 4-3　 工業高校のプラスチック成形技術コースのカリキュラムがプラスチック産業界の

ニーズに沿って定期的に見直される。

工業高校のプラスチック成形技術コースのカリキュラム案は、高校での授業実施状況を踏

まえながら産業界のニーズを満たすものとするべく、DGETI によってレビューと改訂が行

われている。しかしながら、高校での授業実施状況のモニタリングはまだ定期的に実施され

てはいない。

（３）CNAD とモデル工業高校における成果（成果５）

＜成果５： CNAD とモデル工業高校並びにプラスチック産業界との連携促進を目的として合

同委員会が設置される。＞

指標 5-1　CNAD とプラスチック産業界によるミーティングが定期的に開催される。

工業高校教員向けプラスチック射出成形技術研修が実施される前のタイミングで、そのカ

リキュラム内容を検討すべくカリキュラム承認委員会が開催されている。また、官民連携活

動の内容が具体化する中でパイロット・プロジェクト・カイゼン（PPK）が提起され、年次

のロードマップが策定された。PPK に関するミーティングはこのロードマップに沿って行わ

れている。

指標 5-2　CNAD の年間計画に従ってオープンセミナーが開催される。

プラスチック関連企業を対象としたオープンセミナーあるいはワークショップは現在まで

に 3 回開催されている。

３－３　プロジェクトの実施プロセス

中間レビュー時にはプロジェクト開始時の PO Ver.1 を用いており、活動はおおむね計画どお
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りに実施されている。成果５に係る官民連携活動は計画を超えて進捗している。一方で、DGETI
によるモデル工業高校への機材調達及び据え付けの遅延は授業の実施に影響を及ぼしており、設

定されているスケジュールに従って確実に実施される必要がある。

本プロジェクトの活動進捗状況のモニタリングシステムは次の 3 つのカスケードより成り立っ

ている。日本人専門家から CNAD インストラクターへの技術移転のモニタリングは、日本人専

門家の派遣ごとに行われる CNAD との進捗確認ミーティングの開催、習熟確認テスト及び技能

評価試験の実施によって行われる。次に、CNAD インストラクターから工業高校教員への技術移

転のモニタリングは、工業高校教員向け研修後に行われる関係者によるモニタリング・評価定例

会議の開催、習熟確認テストの実施を通じて行われる。また、工業高校教員から高校生への技術

移転のモニタリングは、DGETI・CNAD インストラクター・日本人専門家の三者による工業高校

が作成する授業実施報告書を確認することで実施されている。今後の課題として、CNAD インス

トラクターが中心となってモデル工業高校における授業のモニタリングを継続的に実施していく

ことが挙げられる。

また、本プロジェクトのアクター及び関係者間のコミュニケーションは良好であり、このこと

は活動の円滑な実施に貢献している。

研修を中心とした技術移転はカスケード方式で行われている。官民連携活動における委員会活

動や PPK 活動を通じ、メキシコの産業ニーズを反映したかたちで工業高校教員向けプラスチッ

ク射出成形技術コースのカリキュラムが策定されている。これらを後押しするものとして、特に

モデル工業高校における授業のモニタリングが確実に行われるようになることが必要とされる。

本プロジェクトにはカウンターパート（C/P）として CNAD 関係者が配置されており、CNAD
の上部機関である DGETI がプロジェクトを管轄している。また、CNAD のプラスチック射出成

形技術コースのインストラクター及びモデル 3 工業高校の関係者が直接的なアクターとして参画

している。CNAD インストラクターは本プロジェクトを通じてワークスキルを向上させており、

また自主性が高まりつつある様子が見受けられた。また、モデル工業高校の教員は多様な専門性

と教授力をベースにプラスチック射出成形技術を効率的に習得しつつあることが確認された。

本プロジェクトにおいて官民連携活動を促進する機関としては、全国レベルではプラスチック

製品製造業協会（ANIPAC）及び全国製造業会議所（CANACINTRA）、メキシコシティではイス

タパラパ起業家協会（AEI）、シウダ・ビクトリアではタマウリパス連携議会（CVT）、ティファ

ナではティファナ市教育連携委員会（CVT）が挙げられる。また、日系企業との連携の可能性を

模索するうえでの日本貿易振興機構（JETRO）、JICA の「バハ ･ カリフォルニア州マキラドーラ

地域における電気製品産業人材育成プロジェクト（官民連携）」の C/P であったバハ・カリフォ

ルニア州経済開発省（SEDECO）との今後の更なる連携が期待される。加えて、JICA メキシコ事

務所のプロジェクト担当者によるきめ細かいコーディネーションも活動の進捗を促している。

プロジェクトは 2010 年 10 月に PDM Ver.1 に基づいて開始され、同年 12 月に上位目標の指標

を追加した Ver.2 への改訂が行われた。中間レビュー調査の実施にあわせて、成果５に係る官民

連携活動の整理と明確化、上位目標の指標の見直しを中心に、PDM Ver.3 への改訂を行った。そ

れに伴い、PO Ver.1 も Ver.2 へと改訂した。
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第４章　評価結果

４－１　評価５項目による評価結果

４－１－１　妥当性

本プロジェクトの妥当性は以下の観点から高いと判断される。

メキシコの「国家開発計画（Plan Nacional de Desarrollo）2007 ～ 2012 年」の五本柱のひとつ

に「競争力の高い経済と雇用創出」が掲げられている。また、現カルデロン政権の経済政策上

の最優先課題は中小企業振興と裾野産業育成である。メキシコは 2005 年 4 月の日・メキシコ

経済連携協定（日墨 EPA）発効後、日系企業の誘致と投資の呼び込みを促進し、特に自動車等

の輸出を伸ばし続けている。2012 年 12 月に政権交代が予定されているが、関係者へのインタ

ビュー結果によれば、同政策に大きな変更はないだろうとのことである。教育政策に関して

は、DGETI が卒業生の専門履修課程と関係のある産業界に多くの学生が就職できるよう 2009
年よりカリキュラム改訂を進めている。これは産業界のニーズを踏まえながら工業高校におけ

る専門技術者養成を強化するものである。

本プロジェクトは、ターゲットグループである CNAD インストラクター及びモデル工業高

校教員のニーズと合致していることがインタビュー調査より明らかとなっている。また、メキ

シコには 30 プロセスのプラスチック成形技術が存在し、うち 53％は射出成形によってプラス

チック製造が行われており、当該技術を備えた人材が産業界で求められている。

CNAD インストラクター及びモデル工業高校のプラスチック成形コース担当教員は、ともに

プロジェクトが設けた選定条件に合致した者が選出されている。またモデル工業高校について

は、3 校が所在する地域の産業構造は多少異なり、また地域間の距離はあるものの、モデル事

業の実施という観点からは適切に選出されていると見受けられた。

本プロジェクト目標達成のためのアプローチとして、カスケード方式による技術移転及び官

民連携活動を実施していることは適切であるという声が産業界の代表数名より聞かれた。

日本の対メキシコ国 ODA 政策は、EPA により緊密化している二国間経済関係の更なる強化

につながる産業分野への協力を重視している。本プロジェクトは JICA の「中小企業・裾野産

業の競争力強化プログラム」に位置づけられる。

日本は概して高いプラスチック成形技術を有し、特にその原理及び理論の教授という点で優

位性をもつ。メキシコでは 1994 年の CNAD 設立支援以来、メカトロニクス分野における人材

育成の経験を有しており、また他国における射出成形技術に関する支援の経験も豊富である。

４－１－２　有効性

本プロジェクトの妥当性は以下の観点からおおむね高いと判断される。一部の阻害要因につ

いてはフォローアップが必要と考えられ、また、活動を実施するうえで一層の工夫が求められ

る。

中間レビュー時点までの活動はほぼ計画どおりに実施されている。プロジェクト目標

「CNAD においてプラスチック射出成形技術に関わる教員育成機能が向上する。」の現時点での

達成度を指標ごとに以下に示す。

指標１： 9 人の CNAD インストラクターが日本のプラスチック射出成形技術技能検定２級レベ
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ルに達する。

9 人の CNAD インストラクターがプラスチック射出成形技術グループに配置されており、こ

れまでに 3 回実施済みのインストラクターを対象とした習熟確認テストの結果より現時点まで

の技術移転の目標値達成が確認されている。2012 年 10 月に実施した模擬技能評価試験の結果

はほぼ計画どおりに得られている。

指標２： CNAD のプラスチック射出成形技術コースがプラスチック産業界のニーズに沿って運

営される。

CNAD におけるモデル工業高校教員向けの研修は 1 クール 1 カ月間で、モジュール I「プラ

スチック材料」（受講者 9 人、2011 年 8 月～ 9 月）、モジュール III「射出成型技術」（受講者 6 人、

2012 年 8 月）、モジュール I（第２回目、受講者 4 人、2012 年 8 月）を実施済みである。これ

らのモジュールのカリキュラムは産業界のニーズを反映した内容となっており、カリキュラム

承認委員会にて承認されている。

指標３：18 人のモデル工業高校教員が養成され、CNAD の最終評価に合格する。

CNAD におけるモデル工業高校教員向けの研修は、上述のとおり実施済みである。モジュー

ル I、モジュール III、モジュール I（第２回目）の研修受講者数は重複受講者を除くと計 14 人
3

である。

プロジェクト目標は今後の活動が計画どおりに実施されることにより十分に達成可能と見込

まれる。指標１に関しては、2012 年 9 月より成形実習に重点を置く技術移転を計画どおり実

施しており、理論及び技術の習得が加速されるとみられる。指標２については、モジュール I、
III、V の研修がプロジェクト終了時までに 2 回ずつ計画されており、更なる技術移転の質的向

上が見込まれる。加えて、引き続きカリキュラム承認委員会を通じて産業ニーズを汲んだカリ

キュラムが承認され、工業高校教員向け研修が実施されることになっている。指標３について

は、CNAD の最終試験はプロジェクト終了前の 2014 年時点の目標であり、既述のとおり研修

が予定されていること、また習熟確認テストが計 4 回予定されていることから、設定目標の達

成は可能と判断される。

成果５はそれぞれ CNAD、モデル工業高校と産業界とをつなぐ官民連携委員会が設置される

ことについて言及している。プロジェクト目標達成のためには、設置された同委員会が効率的

に機能していくことが求められる。

プロジェクト目標達成への貢献要因としては、プロジェクト関係者の高いコミットメント、

CNAD における 18 年にわたる人材育成経験、CNAD インストラクターの 9 名中 7 名及びその

他多くのプロジェクト関係者が JICA の本邦研修への参加経験を有することが挙げられる。産

業界との関連においては、CNAD の活動が民間企業に受け入れられ始めており、CNAD が所有

しない機材を用いた実習のために現場を貸してくれる企業が存在すること、世界経済が停滞し

ているなかでもメキシコでは輸出が増大している自動車産業や需要が伸びている医療産業等に

3
　 本プロジェクトが直接的に技術移転の対象としていないモジュール II の研修受講者数は算入していない。また習熟確認テストは

CNAD での研修実施の半年後、すなわち教員が工業高校で授業を行う直前に実施されており、中間レビュー時にはモジュール I（第

１回目）についてのみ同テストを実施済みである。

－ 11 －



関わるプラスチック成形技術の向上がますます求められつつあることが特筆に値する。

他方、プロジェクト目標達成への阻害要因としては、大半の CNAD インストラクター及び

モデル工業高校教員が兼務あるいは兼業せざるを得ない状況に起因する時間的制限や、DGETI
によって配賦される CNAD の限られた予算内でモデル工業高校へのモニタリングに係る出張

旅費等を確保することの難しさがある。また、DGETI によるモデル工業高校用機材調達の遅

延により、プラスチック成形コース第１期生は機材を用いた実習を経験できないことになるた

め、教員の工夫により代替案が講じられる予定となっている。

４－１－３　効率性

本プロジェクトの効率性は以下の観点からおおむね高いと判断される。

日本側投入について、連携制度構築支援専門家がプロジェクト開始時には業務調整を兼務し

ていたが、成果５に係る官民連携活動の重要性にかんがみ、2011 年 10 月より専任となった結

果、同活動が計画を超えて進捗している。また、技術移転へのフォローアップが日本人専門家

によって綿密になされており、関係者へのインタビュー結果及び習熟度からも技術移転効率は

高いと評価できる。CNAD への機材調達は当初 3 年度に分けて実施する計画であったが、プロ

ジェクト期間中の供与機材の投資効率を最大化するため、JICA 供与機材の導入を最短で実施

した。

メキシコ側投入については、CNAD インストラクターは 9 名の定員を満たしていない時期も

あったが、中間レビュー時においてはおおむね適切に投入されている。また、成果５に係る官

民連携活動の内容の具体化に伴い、2012 年 10 月より CNAD の官民連携担当者が本プロジェク

トに関与する比率を高めることとなった。DGETI によるモデル工業高校用機材調達は遅延し

ており、IDB の融資を用いた初回調達は 2013 年 2 月に予定されている。なお、プラスチック

成形コース履修学生数に対する同コースへの予算配賦の比率が工業高校の他のコースと比較し

た時に突出して高くなっているため、金型及び周辺機器といった一部の機材調達は翌年度に繰

り越されることとなっている。CNAD による本プロジェクト活動費の予算化については、特に

モデル工業高校をモニタリングするための出張費の確保が困難な状況にある。

本プロジェクトにおいて官民連携活動を促進する機関としては、全国レベルでは ANIPAC 及
び CANACINTRA、メキシコシティでは AEI、シウダ・ビクトリアでは CVT、ティファナでは

CVT が挙げられる。

プロジェクトの効率性を高める要因としては、工業高校の学生を対象とした奨学金制度の存

在がある。さらに、DGETI による工業高校のためのインターンシップ奨学金制度が 2013 年度

よりプラスチック成形コースの学生にも適用される予定であり、企業での実習機会の増大に寄

与する可能性が示唆される。他方、モデル工業高校のプラスチック成形コース担当教員が独自

に教材を開発・作成しなければならない状況にかんがみると、プロジェクトの効率性を高める

ため、高校間における情報共有がより活発に行われることが期待される。

４－１－４　インパクト

上位目標の達成見込みは現時点では判断できない。また、プロジェクトの実施による正のイ

ンパクトは複数確認された。

上位目標「工業高校が質の高い労働力をメキシコのプラスチック産業界に供給することに貢
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献する。」の達成見込みの判断は指標が具体的ではないことに加え、モデル工業高校のプラス

チック成形コース第１期生の卒業が 2014 年 6 月であるために時期尚早である。メキシコ政府

がプラスチック産業界のニーズ及び各地域に存在する人材ニーズを把握し、プラスチック成形

コースの拡張計画の作成に着手することが必要である。

上位目標の達成に向けてはモデル工業高校教員がカリキュラムに含まれる全 5 モジュールに

相当する技術を獲得することが必須である。本プロジェクトでは直接的な技術移転対象として

おらず、CNAD が自ら工業高校教員向けに実施している押出成形技術、熱硬化プロセス技術の

研修についても日本側は引き続き間接的支援を行うとともに、対象としているプラスチック射

出成形技術（プラスチック材料、射出成形技術、金型技術）に関する技術移転により一層注力

していくことで、CNAD インストラクターが全モジュールをバランスよく指導できるようにな

ることが重要と考えられる。

メキシコでは従来、社内人材育成にさほど力を入れてこなかったといわれることが多いが、

プラスチック産業界が本プロジェクトの影響を受けて人材育成の必要性を認識しつつあるこ

とが産業界の代表へのインタビューを通じて確認された。また、モデル工業高校の関係者は本

プロジェクトを通じたプラスチック成形コースの効果的な運営が学校自体の発展に寄与してい

ると述べている。さらに、モデル工業高校のなかには女子学生の比率が高い学校もあり、本プ

ロジェクトが間接的に女性の社会進出を促進しているといえる。加えて、中間レビュー時に

CNAD で活動中の JICA シニアボランティアが手掛けている通信教育システム等が機能するよ

うになると、本プロジェクトに潜在するニーズを満たす可能性があるかもしれない。

４－１－５　持続性

本プロジェクトの持続性は、今後適切な措置が講じられれば確保され得ると判断される。

政策・制度面においては、今後もプラスチック産業界に多大なニーズが存在し続けると想定

され、DGETI の下で工業高校におけるプラスチック成形技術者育成が継続されるものと見込

まれる。組織運営面については、CNAD にはプラスチック射出成形技術コースのインストラク

ターとロジ担当者が配置されており、また、18 年にわたって維持する人材育成機能を本プロ

ジェクトを通じて強化していることからも、その組織運営力は十分と見込まれる。技術面に関

しては、CNAD インストラクターがプロジェクト期間に計画どおり必要な技術を習得すること

により、全国の工業高校にプラスチック成形コースを拡張するなかにおいても、担当教員に

対する技術移転を継続できるものと判断される。財政面について、CNAD 設立以来、同機関全

体の年間予算は約 300 万ペソと一定額となっている。各関係者の意見を総合的に判断すると、

CNAD/DGETIの予算は一定レベルでは確保されると考えられるが、メキシコ政府が本プロジェ

クトの上位目標を達成するまで毎年、活動実施に必要な予算を確保することが必要である。一

方で、CNAD は産業界を対象とした研修を実施することで事業収入を得る構想も有している。

４－２　結　論

本プロジェクトでは、関係者の尽力の下で活動に取り組んできた結果として、各活動は順調に

進捗していることが確認された。

５項目評価については、メキシコ及び日本の政策と合致し、メキシコ産業界及びターゲットグ

ループのニーズと合致し、プロジェクトのアプローチも適切であることから妥当性は高いことが
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確認された。

有効性及び効率性については、各活動の成果の達成状況及び投入のタイミング、量、質からお

おむね高いことを示している。ただし、プロジェクト目標を確実に達成するためにはメキシコ産

業界のニーズ把握、本プロジェクトの円滑な推進のための PR 等のための官民連携活動の更なる

促進、活動上の時間的制限にかんがみた実施体制上の工夫、効率的なモニタリングの実施、機材

調達及び CNAD/DGETI の活動予算の確保上のフォローアップが重要となる。

インパクトについて、上位目標の達成はプロジェクト目標の達成が前提となることに加え、モ

デル工業高校のプラスチック成形コース第１期生の卒業が 2014 年 6 月であるため、現段階にお

ける判断は時期尚早である。さらに、上位目標の達成の判断に際しては指標の具体化が求められ

る。

持続性については、政策・制度面、組織運営面、技術面の持続性は確保される見込みが高い。

財政面については、プロジェクトの上位目標を達成するまでメキシコ政府が実施に必要な予算を

確保することが必要である。

以上の状況から、プロジェクト目標の達成に向けて、さらには上位目標の達成を見据えて、プ

ロジェクト後半の活動を促進させるため、PDM を関係者間で再検討した。

４－３　提　言

残る 2 年間のプロジェクト期間において着実にプロジェクト目標を達成するために、以下を提

言する。

（１）モデル工業高校向け実習用機材の確実な調達

DGETI は IDB の融資を通じた詳細な機材調達計画を策定し、確実に実行する。各モデル

工業高校においては機材の設置計画を策定し、調達後には性能確認を速やかに実施し、プラ

スチック成形コースでの授業に活用できるようにする。

（２）人材育成現場のモニタリング強化

CNAD で実施されるモデル工業高校教員向けプラスチック射出成形技術研修に対して、日

本人専門家はモニタリングを強化する。また、モデル工業高校でプラスチック成形コース担

当教員が実施する授業に対して、CNAD インストラクター及び日本人専門家がモニタリング

を確実に実施していく。

（３）官民連携制度の強化

CNAD における官民連携活動の実施体制を強化する。また、CNAD 及びモデル工業高校の

所在地において関連機関と連携してセミナーを開催するなど、本プロジェクトの PR をより

一層強化する。

（４）プラスチック成形コースの増設に向けた計画策定の推進

DGETI は、①産業・地域ニーズに関する基礎調査、②産業ニーズを有する地域に所在す

る工業高校の調査、③プラスチック成形コース設置候補となる工業高校の選定を実施する。

これは、DGETI が毎年実施している計画策定方法（フィージビリティ・スタディ）への改善・
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追加提案である。

（５）PDM の改訂

本中間レビュー調査の結果を踏まえて、PDM 及び PO を改訂する（巻末付属資料２「M/M」

に添付の合同評価報告書」Annex 2「PDM Ver.3」及び Annex 4「PO Ver.2」参照）。

４－４　プロジェクト後半部に向けての留意事項

＜高校の義務教育化の影響＞

2012 年 2 月に発出された大統領令では、教育改革の一環として 2013 年度より中高等教育を義

務教育化し、2022 年度をめどにユニバーサルカバレッジを実現するとしている。議会も複数年

度予算の策定を承認済みである。加えて、現カルデロン大統領は、経済的に困窮している学生へ

の奨学金支給、教育機関の質及び量的な拡充、教育の質の向上、メキシコの産業界のニーズと教

育現場とのマッチングを掲げている。

上記の動きがメキシコ国内の工業高校におけるプラスチック成形コースの運営及び拡張にどの

ような影響を及ぼすかは未知数であるが、残りのプロジェクト期間の動向を注意深く見守る必要

がある。
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第５章　団長総括

本件評価にあたっては、日・メキシコ経済連携協定（日・墨 EPA）の発効後、緊密化している

二国間経済関係のなかで、本件「プラスチック成形技術人材育成プロジェクト」が、一層メキシ

コ国経済社会開発に貢献するとの認識の下、2 年前に両国が定めたプロジェクト目標及び上位目

標を確実に達成することができるかということに主眼をおいて行った。

また、プラスチック産業は、高度なものになるにつれ、ノウハウ・経験・工夫が必要な装置産

業であり、日本の培ってきた経験が、計画どおり効率的・効果的に技術移転されているかという

視点でも調査を行った。

結果、本件プロジェクトは、ほぼ計画どおり進捗しており、現時点ではプロジェクト目標は十

分達成できる見込みと考えられる。

日本人専門家の専門性・能力は高く、また本件の中心的実施機関である CNAD も、メカトロ

ニクス分野での日・メキシコ共同プロジェクトなどを過去に行った経験を有していることから、

極めて円滑にプロジェクトの実施がなされている。

ほぼ唯一の懸案事項は、メキシコ政府教育省によるモデル工業高校の実習機材の調達遅延であ

り、現在見直しされた計画に基づき、確実に実施されることで、プロジェクトの目標達成には大

きな影響がでないと考えられる。提言においても、より確実な機材調達の着実な実行を促してお

いた。

また、本件プロジェクトは、カスケード方式を用いた技術移転とともに、官民連携委員会の設

立をはじめとする官民連携制度によりメキシコの産業ニーズを汲み上げプロジェクトに反映する

ことを目的としている。官民連携制度での副次的な効果として、企業における学生の機材を用い

た実習促進や、インターンシップが挙げられるが、モデル工業高校の実習機材の調達遅延の補完

や工業高校生の就職先の確保のため、官民連携制度の一層の推進による本件プロジェクトの PR
の強化についても提言に盛り込んだ。

なお、メキシコにおいては、2013 年度より高校の義務教育化が始まる予定とされているが、

2012 年 12 月の政権交代を前に政治的な背景がうわさされており、その義務教育制度の詳細につ

いては不明であり、本件プロジェクトへの影響についても不透明である。関係者による継続的な

注視が必要と考える。

合同評価報告書には、「政権交代による」という表現を用いて、本プロジェクトへの影響につ

いては特段明記しなかったが、これは関係機関上層部が強く影響を否定しているためであり、彼

らにとっては別の非常にセンシティブな問題により否定しているように感じたため、あえてその

ような表現を用いず、直接的に目的及び行為を表現（例えば「プロジェクトに必要な財政支援は

目標達成まで確実に調達することが必要」）とすることとしたものである。

現状では、本プロジェクトの上位目標は、ほぼ達成される見込みと考えられるが、資材調達の

遅延など内部要因とともに、政権交代による社会システムの変更、関係者の人事異動など外部要

因による影響も十分考えられるため、プロジェクト目標や上位目標の達成のため今後も注視が必

要と思料する。
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付　属　資　料

１．調査日程

２．M/M（中間レビュー報告書）



- 20 -

別添 1 調査日程

活動
1 10月8日 月 メキシコシティ着（UA4590、小泉団員）

2 10月9日 火 JICAメキシコ事務所にて打合せ（上條所長、Ríosプログラムオフィサー）

CNADにて打合せ（De la Hoz所長、Butrón技術部長）

専門家チームとの打合せ
3 10月10日 水 インタビュー（CNAD：De la Hoz所長、Butrón技術部長、インストラクター）

4 10月11日 木 インタビュー（CNAD：インストラクター）

インタビュー（専門家）
5 10月12日 金 タマウリパス州シウダ・ビクトリア着（VW332）

インタビュー（CBTIS 271：Rodríguez校長、プラスチック成形コース担当教員）

インタビュー（タマウリパス州教育局：Garza 官民連携担当）

メキシコシティ着（VW331）
7 10月13日 土 レポート作成
8 10月14日 日 レポート作成

メキシコシティ着（UA4590、荒井団長、石亀団員）

9 10月15日 月 JICAメキシコ事務所にて打合せ

インタビュー（DGETI：Camacho技術部長)
インタビュー（JETRO：高橋所長）

10 10月16日 火 インタビュー（DGETI：Freddyインフラ・機材担当課長）

インタビュー（DGETI：López 官民連携担当次長）

CNADとの協議（De la Hoz所長、Butrón技術部長、Saénz総務部長）

11 10月17日 水 インタビュー（CETIS 6：César校長、プラスチック成形コース担当教員、官民連携担当）

インタビュー（AEI：Orozco会長）

インタビュー（CANACINTRA：Blanco会長, Mexican Institute of the Industries Plastics）
インタビュー（ANIPAC：Gerardo会長）

12 10月18日 木 バハ・カリフォルニア州ティファナ着（AM170）
インタビュー（CBTIS 237：Chavira校長、プラスチック成形コース担当教員、官民連携担当）

13 10月19日 金 インタビュー（SEDECO：Alfonso経済促進次官）

インタビュー（CVT：Rafael委員長）

メキシコシティ着（AM177）
14 10月20日 土 レポート作成
15 10月21日 日 レポート作成
16 10月22日 月 インタビュー（Nissei México：宮崎社長）

専門家チームとの協議
17 10月23日 火 合同評価団との協議

レポート修正
18 10月24日 水 CNADとの協議（De la Hoz所長）

JICAメキシコ事務所との協議（上條所長、関口次長）

19 10月25日 木 合同調整委員会参加

機材供与式参加
20 10月26日 金 ミニッツ署名（合同評価報告書）

最終報告（JICAメキシコ事務所：上條所長、関口次長　日本大使館：谷口二等書記官）

21 10月27日 土 メキシコシティ発（UA1085）
22 10月28日 日 日本着（UA007）
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